
ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

【東京法律事務所】 TEL：03-6265-1817

【津田沼法律事務所】 TEL：047-409-6371

【市川法律事務所】TEL：047-712-5100

【成田法律事務所】 TEL：0476-20-3031

【上野法律事務所】TEL：03-5834-3075 【柏法律事務所】 TEL：04-7197-3401

【千葉法律事務所】TEL：043-301-6761

【船橋法律事務所】 TEL：047-407-4680

【かしま法律事務所】TEL：0299-85-3350

顧問弁護士のご案内

　企業活動において生じる人事労務や取引先とのトラブル、経営拡大・新規事業
によって生ずる新たなリスク。弁護士法人リーガルプラスは、「適正な価格」で社
内事情・業界をよく知る弁護士が、スピーディーに対応いたします。

【対応業種】介護・医療機関、保険代理業、飲食業、販売業、IT関連業、建築・
内装業、製造業　など

（オンライン対応）セミナー講師派遣のご案内

取り扱い業務のご案内
　リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、企業
法務などの法律問題について、各地域で対応しています。まずはお気軽に、お近く
の事務所へご相談ください。

　リーガルプラスでは、ご希望に沿ったテーマでの社内セ
ミナーや、勉強会の講師派遣を承っております。
　近年、法令遵守の徹底や、それに伴うガバナンスの強
化、ハラスメントの予防・体制作りといった点に意識を持
たれる企業も多くなってきました。企業が抱えるさまざま
な問題について、弁護士が社内セミナーの講師として、研修を通じてコンプライア
ンス意識の向上や、労務管理のレベルアップを支援します。

【受付】 
TEL：03-6265-1686（平日 9：30〜18：00）

E-mail : mail@bengoshi-lp.com
講演研修テーマ・費用などお気軽にお問い合わせください。

共同親権の導入について
1．はじめに
令和6年5月に民法等の一部を改正する法律が成立し、共同親

権の制度が導入されることが決まりました。改正法は、令和8年
までに施行されます。
共同親権制度の導入により、離婚事件・親子関係の紛争のあ
り方が大きく転換することになります。

2．制度の概要
これまでの制度では、父母が結婚している間は共同親権とな
り、離婚した後は父母どちらかの単独親権となるという仕組み
がとられていました。
今回の改正法では、離婚時に「父母の双方又は一方を親権者
と定める」こととされ、離婚後も共同親権にするという選択肢
が加えられました。単独親権・共同親権いずれを選ぶかは、父
母が話し合って決めるか、それができなければ裁判所が決める
ものとされています。
共同親権が選択された場合、子に関わる決定は、基本的に父
母が共同して行うこととされます。離婚後も父母で協議するこ
とが必要になるのです。
共同親権を選んだ場合でも、片方の親権者が単独で親権を行
える場合としては、①他の一方が親権を行うことができないと
き②子の利益のために急迫の事情があるとき③監護及び教育に
関する日常の行為に係る親権の行使が定められています。

3．共同親権のメリット・デメリット
共同親権をとるメリットは、離婚後も父母双方が子に関わり
を持ち続けられる点です。これまでは、親権者でない親と子と
の交流が途絶えてしまったり、養育費の支払いがストップして
しまったりする例も多く見られました。共同親権をとることに
より、そういった親にも子にも望ましくない事態を減らすこと
が期待されます。また、離婚時に激しい子の奪い合いが起きる
ことの緩和につながることが考えられます。

一方、デメリットとしては、これまでは、離婚によって逃れ
ることができた、配偶者からのDVや虐待による支配が、離婚後
も続いてしまう懸念があります。DV等の証拠がある場合には、
共同親権が認められない可能性が高いですが、酷いDV等がある
にもかかわらず証拠がない事案も少なくありません。
また、離婚後も子を巡る紛争が頻発し、子が巻き込まれてし

まうことも懸念されます。進学や病気の治療など子どもによっ
て重要なことがらについて、父母で合意することができず、判
断が遅れてしまうことになれば、子にとって大きな不利益です。
父母が合意できないことがらについては、裁判所の判断を仰ぐ
ことが想定されていますが、スピーディーな判断を得ることは
難しいでしょう。

親権は「子の利益のために行使しなければならない」とされ
ているものです。今後、共同親権の制度が運用されるにあたっ
ては、何よりも子のためということが重視される必要がありま
す。

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで各地域で対応
しており、企業顧問は千葉県を中心に50社以上担当しています。お気軽に、
お近くの事務所へご相談ください。

【上野法律事務所】
所属弁護士：三浦　知草（みうら　ちぐさ）

中央大学法学部法律学科卒業。弁護士登録後は主に、交通事
故、離婚・不貞問題、労働事件、刑事事件などを中心に、ご依
頼者様に寄り添いながら、お気持ちや意見をしっかり代弁し
た上で納得のいく解決に導けるよう丁寧な活動を行う。趣味
は読書、野球・ボクシング・相撲のTV観戦、好きな言葉は「命

あっての物種」。

プロフィール
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編集後記
いよいよパリオリンピックの開催が近づいてきました。パリでは1924年以来100年ぶり

の開催です。
環境に配慮した取り組みや、新たにブレイクダンスが追加競技に採用されるなど、様々な

話題がある中、ひときわ注目を集めているのが開会式。オリンピック史上、初めてスタジアム
以外で開催され、各国の代表団が約160隻の船でセーヌ川を入場行進するという、想像する
だけでも胸が高鳴る演出です。
またもう一つオリンピック史上初の試みとして、一般参加者を対象としたマラソン（数種類

の距離があり、経験者から初心者、老若男女、健常者から障がい者まで参加可能）や、自転
車ロードロードレースが開催されるとのこと。観客がオリンピックの競技場に立ち、競技を体
験することができるとは、なんとも夢のある企画です。
パリオリンピックは7月26日～、パリパラリンピックは8月23日～、日本からのTV観戦は

時差がつらいところですが、フランス各所の景色と共に選手たちの勇姿を見られることが今
から楽しみです。

交通事故解決事例
1　事案の概要

Xさんは、優先道路を走行中、十字路において左側から相手方
が直進してきたことから衝突し、頸椎捻挫等の怪我を負ったこ
とから当事務所にご相談の上ご依頼されました。本件事故では
運転手であったXさんの他にも同乗者として妻であるYさんとお
子様のZさん（当時3歳）がおりました。今回はお子様であるZ
さんについてお話したいと思います。

Zさんは、頚椎捻挫の診断を受け、約3か月間通院しました（実
通院日数は8日）。両親であるXさんYさんよりも早く治療が終了
したことから先行して上記通院期間を前提に相手方（相手方保
険会社）と交渉を開始しました。
しかし、相手方（相手方保険会社）とは主として入通院慰謝
料の点で折り合いが付かずに、交渉を断念し、紛争処理センター
を利用することとしました。

2　紛争処理センターとは
紛争処理センターとは、自動車事故の被害者と加害者又は加
害者が加入している保険会社や共済組合等との示談をめぐる紛
争の解決を図るべく、双方の間に立って、法律相談・和解あっ
せん・審査手続を無料で行っている機関となります。もちろん、
弁護士を代理人とせずとも本人での利用も可能です。本件では、
和解あっせんの利用をしました。通常、和解あっせんでは、あっ
せん日の調整後、月1回程度の頻度で期日が開かれ、あっせん人
（センター担当弁護士）のもとで当事者双方から話を聞いて進め
ていくものとなります。

3　本件の事案
今回、折り合いの付かなかった入通院慰謝料とは、交通事故
によって通院等を強いられていることによる精神的な損害に対
する慰謝料となります。弁護士が介入した場合、過去の裁判例
に基づいて設定された基準（弁護士基準、裁判基準と呼ばれる
ことが多いです）で算定されるのが通常となります。もっとも、
通院が長期にわたる場合、通院期間（治療開始日～完治または
症状固定日までが基本）ではなく、症状や治療内容等を考慮し
て実際の通院日数の3倍程度を慰謝料の算定の通院期間とする場

合も例外的にあり得ます（いわゆる3倍ルール）。
本件では相手方（相手方保険会社）からは主として通院頻度

が少ないことを理由として上記3倍ルールを主張されておりまし
た。当方と相手方とでは入通院慰謝料のみでも当方（約47万円）
と相手方（約10万円）には金額の差異があります。
当方は、そもそも通院が長期ではないこと、本件と同様の事

案で3倍ルールを適用している事例がほとんどないこと等を主張
しました。結局のところ、あっせん人からはほとんど当方の主
張が認められたあっせん案が出され、合意に至りました。

4　おわりに
本件のように通院頻度が少ないことのみをもって3倍ルールを

適用して相場より低い入通院慰謝料を算定し提示する保険会社
も少なくありません。適切な損害賠償の提示がなされているの
か、まずはお気軽に弁護士にご相談ください。

リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、
企業法務などの法律問題について、各地域で対応しています。まずはお気軽
に、お近くの事務所へご相談ください。

取り扱い業務のご案内

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで、各地域で対応
しています。交通事故に関する相談件数は、千葉県を中心に年間500件以上
の実績※がございます。まずはお気軽に、お近くの事務所へご相談ください。
※2023年1月1日～12月31日

【千葉法律事務所】
所属弁護士：大﨑　慎乃祐（おおさき　しんのすけ）

専修大学法学部法律学科卒業、専修大学法科大学院法務研究
科修了。弁護士登録以降、ご依頼者様のトラブル内容に対し、
解決するための法的根拠や理由を丁寧に分析し、しっかりした
主張を展開して解決に導けるよう、交通事故や一般民事、刑事
事件などの分野で活動を行う。趣味はサッカーやジョギング、

好きな言葉は「文武両道」。

プロフィール


